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 証券コード　3814

  平成23年12月12日

株 主 各 位  

 山口県宇部市西本町二丁目11番２号

 株式会社アルファクス・フード・システム
 代表取締役社長 田 村 隆 盛

第18回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第18回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年12月26日（月曜日）

午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成23年12月27日（火曜日）午前10時

２．場 所 山口県宇部市島一丁目７番１号

  国際ホテル宇部　３階「常盤の間」

  （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項

　 報 告 事 項 第18期（平成22年10月１日から平成23年９月30日まで）事業報

告及び計算書類報告の件

　 決 議 事 項  

　 第１号議案 剰余金処分の件　

　 第２号議案 取締役５名選任の件　

　 第３号議案 監査役１名選任の件　

　 第４号議案 会計監査人選任の件　

　以　上



　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.afs.co.jp）に掲

載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

(平成22年10月１日から
平成23年９月30日まで)

　

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、アジア経済を中心とした外需等によ

り景気の改善が一部みられたものの、東日本大震災による電力供給の制約

や原子力災害による影響に加え、欧州の財政問題による急激な円高等によ

り、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　当社の主要販売先である外食産業におきましては、震災の影響による風

評被害や消費マインドの低下等は薄れつつあるものの、景気低迷等による

節約志向の傾向が依然として強く、引き続き低価格化の企業間競争は激し

さを増しており、店舗計画の見直しや新規設備投資の抑制など厳しい状況

が続いております。

　このような環境のもと、ＡＳＰサービス事業におきましては、本格的な

回復には至りませんでしたが、店舗計画の見直し等による月額報酬の減少

に一定の目処が立ち、またシステム機器事業におきましては、外食産業の

低価格化による企業間競争等の影響により、一部に機器価格の下落が生じ

たものの、店舗機器の入替受注が予想を上回り、順調に推移いたしました。

　当事業年度の売上高は2,438,739千円（前事業年度比42.5％増）となりま

した。利益面に関しましては、ＡＳＰサービス事業の回復の遅れによる売

上の減少やシステム機器の一部の価格下落、新型ハンディ金型等の償却の

発生により、営業利益27,627千円（前事業年度比29.2％減）、経常利益

13,466千円（前事業年度比55.5％減）、当期純利益2,199千円（前事業年度

比68.3％減）となりました。

　部門別の状況は次のとおりであります。

　ＡＳＰサービス事業におきましては、月額サービスの新規顧客獲得及び

既存顧客へのサービス拡大に注力いたしましたが、店舗計画の見直しによ

る月額サービス料の収入の減少に目処は立ったものの本格的な回復には至

らず、売上高は986,595千円（前事業年度比10.7％減）となりました。月額

サービス料も892,942千円（前事業年度比5.2％減）となりました。
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　システム機器事業におきましては、店舗機器の入替受注が予想を上回る

結果となりました。その結果、売上高は1,183,690千円（前事業年度比

190.0％増）となりました。

　周辺サービス事業におきましては、サプライ品、機器修理及び他社商品

の販売等を行った結果、売上高は268,452千円（前事業年度比35.5％増）と

なりました。　　

事 業 区 分 売 上 高

Ａ Ｓ Ｐ サ ー ビ ス 事 業 986百万円

シ ス テ ム 機 器 事 業 1,183

周 辺 サ ー ビ ス 事 業 268

　

②　設備投資の状況

　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は97,355

千円で、その主なものは、新機種開発のための投資で建設仮勘定86,491千

円、ソフトウエア10,000千円であります。

　

③　資金調達の状況

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と総額12億円

の当座貸越契約を締結しております。

　また、平成23年３月31日に第２回無担保社債（株式会社みずほ銀行・東

京信用保証協会共同保証付、分割譲渡制限特約付）１億円を発行いたしま

した。　

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。　　
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第15期

(平成20年９月期)
第16期

(平成21年９月期)
第17期

(平成22年９月期)

第18期
(当事業年度)

(平成23年９月期)

売 上 高(百万円) 1,789 1,837 1,710 2,438

当 期 純 利 益(百万円) 3 5 6 2

１株当たり当期純利益(円) 152.07 223.72 299.47 95.73

総 資 産(百万円) 1,822 1,754 1,779 1,996

純 資 産(百万円) 1,050 900 884 831

１株当たり純資産額(円) 42,085.46 38,871.73 38,164.33 36,685.56

　  　　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

　

(4) 対処すべき課題

　当社の顧客層である外食産業におきましては、マーケット全体の市場規模

は数年間横ばいが続いているものの、売上上位企業の業界内シェアは年々増

加の傾向にあります。同時に、大手外食企業間の競争は激化しており、企業

にとっては、収益力の向上、コスト競争力の強化、トレンドを迅速かつ的確

につかむ力が成長のカギとなってきております。現在、大手外食企業が抱え

る課題の解決のために、情報システムの重要性が認識されつつあり、その投

資意欲は高まりつつあると思われます。

　このような環境下で、当社が更なる成長を実現するため、以下の事項を課

題として認識し、対応してまいります。

　

①　サポート体制について

　当社は、大手外食企業に特化した店舗運営管理システムをＡＳＰ型で提

供しております。大手外食企業の受注に際しては、店舗運営管理システム

の品質・価格競争力以外に同サービスを安定的かつ長期的に提供できるか

どうかが成約の重要なファクターとなっております。

　これまでも、データセンターのサポート人員の教育を推進してまいりま

したが、大手外食企業の受注増加等に対して、人材の確保、社内及び社外

研修制度等を充実させ安定的なサポート体制の構築を図ってまいります。
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②　出荷体制について

　大手外食企業の受注に際しては、ＰＯＳシステム及びオーダーエントリ

ーシステム機器の出荷体制、品質管理を強化することが課題となっており

ます。

　当社では、出荷及び品質管理部門の人員を強化しており、大手外食企業

の受注増加に備え、増員及び運営体制の整備に努め、安定的な出荷体制の

構築を図ってまいります。

　また、出荷及び品質管理の設備投資を検討しております。

　

③　販売提携及び代理店契約について

　これまでは、大手外食企業を中心とした販売活動を直接販売体制のみで

行っておりました。当社といたしましては、販売網の拡大及び収益構造の

多様性及び安定性確保のため外食企業の顧客を有する商社及びＳＩ業者等

との販売提携及び代理店政策を行ってまいります。

　

④　個人情報等の管理体制について

　当社では、ＡＳＰサービスの運営を行うにあたって、個人情報の管理体

制が重要なものであると考えております。現時点においては、個人情報の

取扱いを行う部門及び人員の制限、指紋認証による情報管理等を行ってお

り、ソフト・ハード両面からの強化に努めてまいります。平成22年９月に

データセンターでISO27001を取得いたしました。

　

⑤　経営管理体制の強化について

　当社は、現在、小規模組織ということもあり、管理体制はそれに対応し

たものになっております。しかし今後は、顧客情報及び社内情報等の情報

管理体制及び適切な情報開示を行うための管理体制をさらに強化していく

所存でございます。また、現在使用している社内管理システムの強化を図

り情報の有効活用及び管理を徹底してまいります。また、コンプライアン

ス体制及び様々なものにおいてリスクマネジメント体制を充実してまいり

ます。　
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(5) 主要な事業内容（平成23年９月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ＡＳＰサービス事業
外食企業に関する基幹業務システム（売上分析、勤怠管理、在庫
管理、在庫分析、受発注処理、セントラルキッチン等）のＡＳＰ
方式による提供

システム機器事業 ＰＯＳシステム及びオーダーエントリーシステムの販売

周辺サービス事業
Ｗｅｂサービスによる外食関連情報の発信、ポイントカード端末
等の周辺機器の販売、システム機器に係る消耗品の販売

　

(6) 主要な事業所（平成23年９月30日現在）

本 社 山口県宇部市西本町

デ ー タ セ ン タ ー 山口県宇部市西本町

東京システム営業部 東京都中央区

大阪システム営業部 大阪府大阪市淀川区

福岡システム営業部 福岡県福岡市博多区

 (注)  名古屋システム営業部は、東京システム営業部との統合により平成22年11月30日付で閉鎖

しております。

　

(7) 使用人の状況（平成23年９月30日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

96（１）名 ３名減　 35.1歳 8.0年

 (注)  使用人数は就業員数であり、嘱託社員は（）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年９月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 208百万円

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 180

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 158

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 103

　

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成23年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 91,704株

(2) 発行済株式の総数　 24,991株

(3) 株主数　 309名

(4) 大株主（上位11名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

田 村 隆 盛 12,115株 53.4％

鎌 田 英 哉 4,500 19.8

資産管理サービス信託銀行株式会社
( 信 託 Ｅ 口 )

1,242 5.5

根 津 孝 一 695 3.1

株式会社アルゴコミュニケーションズ 375 1.7

藤 井 裕 史 310 1.4

加 藤 繁 夫 300 1.3

江 藤 鉄 男 293 1.3

田 村 隆 次 164 0.7

田 村 清 隆 150 0.7

東 和 メ ッ ク ス 株 式 会 社 150 0.7

 (注)１.当社は、自己株式を2,312株保有しておりますが、上記大株主からは控除しております。

　　 ２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

３．新株予約権等の状況

　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成23年９月30日現在）

①　旧商法に基づき交付した新株予約権の状況

平成17年７月21日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

15個（新株予約権１個につき３株）

・新株予約権の目的である株式の種類及び数

普通株式　45株

・新株予約権の払込金額

無償
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・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　58,000円（１株当たり　19,334円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成19年８月１日から平成24年７月31日まで

・新株予約権の行使の条件

1)対象者が当社の取締役、監査役及び従業員である場合は、権利行使

時において当社の取締役、監査役及び従業員の地位を保有している

ことを要する。但し、対象者との間で締結する新株予約権付与契約

に定める正当な理由がある場合はこの限りでない。

2)対象者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができ

る。

3)対象者は、付与された権利の質入その他の処分をすることができな

い。

4)その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、対象

者との間で締結した新株予約権付与契約に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

　 新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役 10個 30株 １人

社 外 取 締 役 － － －

監 査 役 ５ 15 １

 (注)  平成18年５月13日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年６月30日付をもって普通

株式１株を普通株式３株に分割しております。株式の数及び行使価額に関しましては、調

整後の数値を記載しております。

　

②　旧商法に基づき交付した新株予約権の状況

平成17年９月29日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

10個（新株予約権１個につき３株）

・新株予約権の目的である株式の種類及び数

普通株式　30株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　58,000円（１株当たり　19,334円）



2011/11/29 13:39:07 ／ 11786111_株式会社アルファクス・フード・システム_招集通知

株式の状況、新株予約権等の状況

－ 9 －

・新株予約権を行使することができる期間

平成19年８月１日から平成24年７月31日まで

・新株予約権の行使の条件

1)対象者が当社の取締役、監査役及び従業員である場合は、権利行使

時において当社の取締役、監査役及び従業員の地位を保有している

ことを要する。但し、対象者との間で締結する新株予約権付与契約

に定める正当な理由がある場合はこの限りでない。

2)対象者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができ

る。

3)対象者は、付与された権利の質入その他の処分をすることができな

い。

4)その他の条件については、本総会及び取締役会決議に基づき、対象

者との間で締結した新株予約権付与契約に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

　 新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役 10個 30株 １人

社 外 取 締 役 － － －

監 査 役 － － －

 (注)  平成18年５月13日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年６月30日付をもって普通

株式１株を普通株式３株に分割しております。株式の数及び行使価額に関しましては、調

整後の数値を記載しております。

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成23年９月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 田 村 隆 盛  

取 締 役 宇 多 田 　 純 　 三 データセンター担当

取 締 役 松 崎 常 男 システム営業担当

取 締 役 福 田 省 吾 事業推進担当

取 締 役 河 原 克 樹 経営管理部長

常 勤 監 査 役 溝 部 和 昭  

監 査 役 古 閑 謙 士 古閑謙士税理士事務所所長

監 査 役 堀 江 義 光 　

（注）１．監査役古閑謙士氏及び監査役堀江義光氏は、社外監査役であります。

２．監査役古閑謙士氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

３．当社は、監査役古閑謙士氏及び堀江義光氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。　

　

(2) 事業年度中に辞任した取締役及び監査役

  　　該当事項はありません。

　

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要

取 締 役
（うち社外取締役）

５名
（０）

87百万円
（０）

（注）１、２

監 査 役
（うち社外監査役）

３　
（２）

８
（１）

（注）３

合 計 ８ 95  

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成21年12月26日開催の第16回定時株主総会において年額140

百万円以内（但し、使用人分給与は含まない。）、また、別枠で株式報酬型ストック

オプションとして新株予約権を年額10百万円以内の範囲で割当てることにつき決議い

ただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成21年12月26日開催の第16回定時株主総会において年額28

百万円以内、また、別枠で株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を年額２

百万円以内の範囲で割当てることにつき決議いただいております。

４．なお、当事業年度において上記新株予約権の発行は行われませんでした。　
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(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

　　監査役古閑謙士氏が所長を務める古閑謙士税理士事務所と当社との取引

関係はありません。

 

②  当事業年度における主な活動状況

 活 動 状 況

監査役 古 閑 謙 士

当事業年度に開催された取締役会12回のうち９回に出席し、監

査役会11回のうち10回に出席いたしました。税理士としての専

門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監

査役会において、当社の経理システム並びに内部監査について

適宜、必要な発言を行っております。

監査役 堀 江 義 光

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監

査役会11回のうち10回に出席いたしました。主に法的及び財務

的見地から意見を述べるなど、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。また、監査役会において、当社の経理システム並びに内

部監査について適宜、必要な発言を行っております。

(注)上記取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、

取締役会決議があったものとみなす書面決議が11回ありました。　　

　　

③　責任限定契約の内容の概要

    当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、社外監査役は100万円または法令の定め

る最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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５．会計監査人の状況

（1）名称　　　　　　才和有限責任監査法人

　　　　　　　　　　 末川修公認会計士事務所　公認会計士　末川修　

 　

（2）報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 16百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額
16

 (注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

　 　２.当社の会計監査人は、才和有限責任監査法人及び末川修公認会計士事務所であります

が、監査契約において会計監査人ごとに報酬等の額を定めておりませんので、合計額

で記載しております。

　　

（3）会計監査人の解任または不再任の決定方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲げる監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株主総会の

会議の目的とすることを請求します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告します。
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６．会社の体制及び方針

業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役会において、業務の適正を確保する体制の構築に関する基

本方針を定め、体制構築を進めております。

　その概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　当社の取締役・従業員が従うべき基本原則であるコンプライアンス・ポ

リシーに則り、取締役は法令を遵守することのみならず、企業の果たすべ

き社会的責任を自覚して行動しなければならない。

　取締役に対し社外専門家による研修を定期的に実施する。また、取締役

は平素より法令遵守に基づいた経営を目指し、当社に法令遵守の精神が醸

成されるよう率先して行動しなければならない。

　取締役の適正な職務執行を図るため社外監査役を２名以上置き、公正で

透明性の確保された監査を徹底する。

　コンプライアンス担当役員として、経営管理部長を任命し、コンプライ

アンス及び内部統制に関する事項を統括せしめる。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録、取締役会議事録及び重要な会議の議事録並びにこれら

の関連資料を保存、管理するための担当部署を置き、これらを10年間保存

し、必要に応じた閲覧が可能な状態を維持する。

　社内の機密情報の取扱いにつき、保存、管理、閲覧、回付等に関する規

程を整備し、機密情報の適切な活用に努めるとともに、その安全管理を図

る。

　社内の情報ネットワークのセキュリティ向上のためのツールの導入及び

情報の取扱いに関する規程等の強化を行い、社内における情報の共有を確

保しつつ、その漏洩を防止する体制を整備する。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　経営管理部長はプロジェクト・チームを組織し、組織横断的なリスクの

分析、評価を行い、リスク対応の方策の策定、運用を行わせる体制を整備

する。

　業務マニュアル、諸規程の体系化を図り、業務の標準化を行うことでオ

ペレーションリスクの最小化に努める。

　危機発生の緊急事態に備え、必要な設備と人員を確保し、想定される危

機に応じた対応マニュアルを整備し、危機に対し即応性の高い体制を構築

する。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務分掌と権限を明確にし、意思決定が迅速かつ公正に行われ、

その伝達が速やかに行われる組織体制を構築する。そのために関係諸規程

の見直し、整備を行う。

　経営環境の変化に応じ組織の業務分担を見直し、効率的かつ合理的な業

務の運営を行うため弾力的に組織の統廃合、再編を行うことができる手続

や体制の整備を行う。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　法令及び社内ルールに関して疑義のある行為について、従業員が直接通

報できる「コンサルライン」制度を経営管理部内に確保し、同制度が有効

に機能するよう同制度の周知を徹底する。また、同制度の運用にあたって

は通報者に不利益が及ぶことのないようにその保護を最優先事項とする。

　コンプライアンス及びＣＳＲに関する事務の担当部署において、これら

に関する事項の教育を含めた企画立案と運用を行う。

　コンプライアンス・マニュアル、倫理規程等を整備し、法令に関する遵

守事項、行動規範について従業員に対し周知し、遵守を徹底させる。

　従業員の法令及び社内ルールの違反行為に対し、適正な手続を経た上で、

公正に懲戒を含む処分を行うための体制を確保する。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　経営企画室内部監査担当を監査役の職務を補助するための部署とする。

　監査役は経営企画室内部監査担当の部員を指示し、その職務を補助させ

ることができる。

　経営企画室は、内部統制内部監査担当の実効性を確保するため監査活動

を行う。有効な監査活動を行うため経営企画室に必要な権限を付与すると

ともに、関係部署がこれに従う体制を整備する。

　

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　経営企画室内部監査担当の部員についての人事、処遇、懲罰については、

監査役と協議し、監査役の意見を尊重する。

　

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　経営管理部長は内部統制整備の実施状況について、随時監査役に対し報

告を行う。

　取締役及び従業員は、監査役及び内部監査担当の部員から会社の業務の

実施、財産の状況等について報告を求められたときは、速やかにこれに応

じなければならない。

　

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と取締役及びグループ会社各社の取締役、監査役との意思疎通を

図る機会を設け、監査の実効性を確保する。

　

⑩　反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

　当社は、反社会的勢力とは一切関係を持たず、いかなる不当要求に対し

ても組織として毅然とした対応をとり、取引や資金提供等は一切行わない

ことを基本方針としております。

　反社会的勢力からの不当要求があった場合は、警察や顧問弁護士等の外

部機関と連携して組織全体で法律に則した対応をいたします。

　



2011/11/29 13:39:07 ／ 11786111_株式会社アルファクス・フード・システム_招集通知

貸借対照表

－ 16 －

貸　借　対　照　表
（平成23年９月30日現在）  

 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,404,795 流 動 負 債 881,618

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

出 資 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

685,171

288,997

388,030

3,911

21,268

22,157

1,344

274

△6,359

585,542

279,238

9,455

0

164,763

20,429

84,591

65,609

63,163

2,445

240,694

136

103,337

8,549

34,145

123,455

9,110

△38,040

6,159

6,159

買 掛 金 148,977

短 期 借 入 金 549,000

１年内償還予定の社債 60,000

未 払 金 13,285

未 払 費 用 9,556

未 払 法 人 税 等 15,080

預 り 金 8,479

前 受 金 44,871

賞 与 引 当 金 16,567

そ の 他 15,801

固 定 負 債 282,886

社 債 170,000

長 期 借 入 金 100,000

退 職 給 付 引 当 金 12,886

負 債 合 計 1,164,505

純 資 産 の 部

株 主 資 本 832,062

資 本 金 535,020

資 本 剰 余 金 143,599

資 本 準 備 金 143,599

利 益 剰 余 金 322,445

その他利益剰余金 322,445

繰越利益剰余金 322,445

自 己 株 式 △169,002

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △70

その他有価証券評価差額金 △70

純 資 産 合 計 831,991

資 産 合 計 1,996,497 負 債 純 資 産 合 計 1,996,497
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損　益　計　算　書

(平成22年10月１日から
平成23年９月30日まで)

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,438,739

売 上 原 価 1,861,750

売 上 総 利 益 576,988

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 549,361

営 業 利 益 27,627

営 業 外 収 益 882

営 業 外 費 用 15,043

経 常 利 益 13,466

特 別 損 失 43

固 定 資 産 除 却 損 43

税 引 前 当 期 純 利 益 13,422

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,818

法 人 税 等 調 整 額 △2,595

当 期 純 利 益 2,199
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株主資本等変動計算書

(平成22年10月１日から
平成23年９月30日まで)

（単位：千円）

 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計資本準備金

資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

平成22年９月30日　残高 535,020 143,599 143,599 337,619 337,619 △132,115 884,123 △47 △47 884,076

事業年度中の変動額        　　 　  

剰余金の配当             △17,373 △17,373     △17,373 　     　 △17,373

当 期 純 利 益    2,199 2,199     2,199         　 2,199

自 己 株 式 の 取 得              △36,887  △36,887         △36,887

株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

       △23 △23 △23

事業年度中の変動額合計 － － － △15,174 △15,174 △36,887 △52,061 △23 △23 △52,084

平成23年９月30日　残高 535,020 143,599 143,599 322,445 322,445 △169,002 832,062 △70 △70 831,991
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個　別　注　記　表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法

(3) 固定資産の減価償却方法 　

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。

　　　（会計方針の変更）

　当事業年度より「工具、器具及び備品」のうち金型について、耐用年数を４年から５

年に変更するとともに減価償却の方法を定率法から定額法に変更いたしました。この変

更は、これまで当社製品の生産及び販売状況が比較的安定的に推移していることに鑑み、

同製品の金型の実質的な使用可能期間にわたり減価償却費を均等に配分することが、従

来の方法によった場合と比較して、より期間損益計算の適正化に資すると判断したため

であります。　

　これにより、従来と同じ方法によった場合と比較し、当事業年度の営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞれ66,428千円多く計上されております。　　

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

 

・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

・市場販売目的のソフトウェア 見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以

内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を当期償却額としております。

③　リース資産 　

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。　

なお、リース取引開始日が、平成20年９月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

④　長期前払費用 定額法

(4) 繰延資産の処理方法 　

・社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却し

ております。
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(5) 引当金の計上基準 　

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上することとしております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期負担額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務見込額（自己都合退職による要支給額

より年金資産額を控除した額）を計上しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(7) 会計処理方法の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）　

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 533,655千円

(2) 保証債務 　

　  システム機器の販売顧客のリース債務 8,014千円

　

３．損益計算書に関する注記

　　該当事項はありません。

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 24,991株 －株 －株 24,991株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,826株 486株 －株 2,312株

　(注)　自己株式の当事業年度増加数486株は、取締役会の決議に基づく取得によるものでありま

す。
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  (3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

 (イ) 平成22年12月28日開催第17回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 17百万円

・１株当たり配当額 750円

・基準日 平成22年９月30日

・効力発生日 平成22年12月29日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

　平成23年12月27日開催第18回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 17百万円

・１株当たり配当額 750円

・基準日 平成23年９月30日

・効力発生日 平成23年12月28日

　(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

 
平成17年７月21日
取締役会決議分

平成17年９月29日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 141株 30株

新 株 予 約 権 の 残 高 47個 10個

　

５．退職給付に関する注記　

(1) 採用している退職給付制度の概要

　確定給付型の制度として退職一時金制度と中小企業退職金共済制度を併用しております。

　この他に、当事業年度より従業員の新しい福利厚生サービスの一環として「株式給付信託

（J-ESOP）」を導入しておりますが、この制度の運用は平成23年10月１日からとなっており

ます。

　なお、当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。　

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △78,294千円

年金資産 65,408 

退職給付引当金 △12,886 

(3) 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 13,232千円

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しておりますので、基礎料率等につ

いては記載しておりません。　
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 7,549千円

未払事業税否認　 823　
貸倒引当金損金算入限度超過額 19,227 

退職給付引当金損金算入限度超過額 5,154 

減価償却費損金算入限度超過額 9,570 

減損損失損金算入限度超過額 145 

棚卸資産評価損損金算入限度超過額 13,783 

その他有価証券評価差額金　 47　
繰延税金資産　合計 56,302 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 29.4 

住民税均等割等 12.1 

その他 2.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 83.6 

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記　

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側）

　①  事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 期 末 残 高 相 当 額

工具、器具及び備品 16,423千円 12,333千円 4,090千円

合 計 16,423千円 12,333千円 4,090千円

  ②　事業年度の末日における未経過リース料相当額等

　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 2,072千円

　１年超 2,745千円

合計 4,817千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支払リース料 3,237千円

　減価償却費相当額 2,922千円

　支払利息相当額 239千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。
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 　（減損損失について）

　　　リース資産に配分された減損損失はありません。　

(2) オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 366千円

１年超 183千円

合計 549千円

　

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項　

  ①　金融商品に対する取組方針

　　　当社は、一時的な余資は安全性の高い預金で運用しており、資金調達については銀行借

入及び社債発行によって行なっております。デリバティブ取引は行なっておりません。

　②　金融商品の内容及びそのリスク

　　　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行なうとともに、

主な取引先の信用状況を適宜把握する体制としています。

　　　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２カ月以内の支払期日であります。また、営

業債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、経営管理部において、適時に資

金繰計画を作成・更新するとともに、手元資金を十分に確保する方法により対応しており

ます。

　　　短期借入金は、主に運転資金に関わる資金調達であり、長期借入金及び社債は、主にソ

フトウェア及び金型の取得に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で

４年６ヶ月であります。

　③　金融商品に係るリスク管理体制

（イ）信用リスクの管理　

　　　当社は、営業債権については、債権債務管理規程に従い、経営管理部門において取引先

毎に残高及び期日の管理を行なうとともに、各事業部において必要に応じて各取引先の状

況のモニタリングを行ない、回収懸念の早期把握や貸倒リスクの軽減を図っております。

（ロ）資金調達に係る流動性リスクの管理　

　当社では、経営管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

  平成23年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含め

ておりません（（注）２．をご参照下さい）。　　
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　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　現金及び預金 685,171千円 685,171千円 －千円

(2)　売掛金 288,997 288,997 －

(3)　未収入金 1,344 1,344 －

(4)　長期未収入金 123,455         

　　　貸倒引当金（※１） △36,709         

　 86,746 83,798 △2,947

資産計 1,062,259 1,059,311 △2,947

(1)　買掛金 148,977 148,977 －

(2)　短期借入金 549,000 549,000 －

(3)　未払金 13,285 13,285 －

(4)　未払法人税等 15,080 15,080 －

(5)　社債（※２） 230,000 230,275 275

(6)　長期借入金 100,000 100,116 116

負債計 1,056,343 1,056,736 392

(※)１．長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　　２．１年内償還予定の社債を含んでおります。　

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。　

(4) 長期未収入金

当社では、長期未収入金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の

信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定する方法によって

おります。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フ

ローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定す

る方法によっております。　

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(5) 社債、(6) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又は契約を行った場

合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。　
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　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる商品

　敷金及び保証金（貸借対照表計上額8,549千円）については、市場価額がなく、かつ、

契約等において退去日が確定していないため将来キャッシュ・フローを見積もることが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上記表には含めておりませ

ん。

　　３．金銭債権の決算日後の償還予定額

　 １ 年 以 内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

1 0 年 超

　現金及び預金 685,171千円 －千円 －千円 －千円

　売掛金 288,997 － － －

　未収入金 1,344 － － －

　長期未収入金 21,042 102,413 － －

合計 996,555 102,413 － －

　　４．社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

　 １ 年 以 内
１ 年 超
２ 年 以 内

２ 年 超
３ 年 以 内

３ 年 超
４ 年 以 内

４ 年 超
５ 年 以 内

　社債 60,000千円 60,000千円 60,000千円 40,000千円 10,000千円

　長期借入金 － 100,000 － － －

合計 60,000 160,000 60,000 40,000 10,000

　

９．賃貸等不動産に関する注記

　　該当事項はありません。　

　

10. 継続企業の前提に関する注記　

    該当事項はありません。

　

11．持分法損益等に関する注記　

　　該当事項はありません。

　



2011/11/29 13:39:07 ／ 11786111_株式会社アルファクス・フード・システム_招集通知

個別注記表
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12．関連当事者との取引に関する注記

種 類
主要株主（個人）及びその近親者が議決権の
過半数を所有している会社等

会 社 等 の 名 称 又 は 氏 名 アトラスアンドカンパニー㈱

所 在 地 東京都渋谷区

資 本 金 又 は 出 資 金 10,000千円

事 業 の 内 容 飲食店等の経営

議 決 権 等 の 所 有
( 被 所 有 ) 割 合 ( ％ )

なし

関 連 当 事 者 と の 関 係 役務の提供

取 引 の 内 容 ＡＳＰサービス提供

取 引 金 額 13,194千円

科 目 売掛金 前受金

期 末 残 高 175千円 131千円

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

２．アトラスアンドカンパニー㈱（主要株主である鎌田英哉氏が100％を所有（間接所有含

む））との取引。ＡＳＰサービス提供に関して、価格その他の取引条件は当社と関連

を有しない第三者と同様の条件によっております。

　

13．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 36,685円56銭

(2) １株当たり当期純利益 95円73銭

　

14．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年11月22日 

 株式会社アルファクス・フード・システム  

 取締役会　御中  

 才和有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 口 高 志 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 伸 一 
 

 末川修公認会計士事務所  

 公認会計士 　 末 川 　 修  

 　私どもは、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アルファ
クス・フード・システムの平成22年10月1日から平成23年9月30日までの第18
期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この
計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独
立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ
る。
　私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、私どもに計算書類及びその附属明細書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。
監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用
方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書
類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。私どもは、監査
の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　私どもは、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
　
追記情報
　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、有形固
定資産「工具、器具及び備品」のうち金型について、耐用年数を４年から５
年に変更するとともに減価償却の方法を定率法から定額法に変更している。
　
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士末川修との間には、公
認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年10月１日から平成23年９月30日までの第18期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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監査役会の監査報告
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人才和有限責任監査法人並びに末川修公認会計士事務所公認

会計士末川修氏の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

 

 平成23年11月28日  

 株式会社アルファクス・フード・システム　監査役会  

 

常 勤 監 査 役 溝 部 和 昭 

社 外 監 査 役 古 閑 謙 士 

社 外 監 査 役 堀 江 義 光 

 

以　上
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株主総会参考書類

　
第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

 　期末配当に関する事項

　第18期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘

案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

 ①　配当財産の種類

 金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金750円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は17,009,250円となります。

 ③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年12月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります

ので、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１
田 村 隆 盛
(昭和36年10月15日生)

昭和55年６月　山口トスバック㈱　入社

昭和58年10月　㈱アルファクス　入社　

昭和58年10月　同社企画情報室長　

平成５年12月　当社設立　代表取締役社長就

　　　　　　　任（現任）

12,115株

２
宇多田　純　三
(昭和36年４月18日生)

昭和59年４月　㈱東芝　入社

平成８年４月　当社入社

平成11年５月　当社ネットワークソリューシ

　　　　　　　ョンサービス企画部長

平成11年９月　当社取締役データセンター担

　　　　　　　当就任（現任）

75株

３
松 崎 常 男
(昭和33年11月23日生)

昭和54年６月　㈱はいばら　入社

昭和61年４月　㈱新吉　入社

平成12年４月　当社入社　システム営業推進

　　　　　　　部長　

平成18年３月　当社執行役員　システム営業

　　　　　　　担当

平成19年12月　当社取締役システム営業担当

　　　　　　　就任（現任）

77株

４
福 田 省 吾
(昭和36年11月６日生)

昭和60年４月　山口ナショナル通信特機㈱

　　　　　　　（現㈱パナソニックＣＣソリ

　　　　　　　ューションズ） 入社

平成６年８月　当社入社

平成９年２月　当社取締役就任

平成11年５月　㈱山口情報処理サービスセン

　　　　　　　ター 入社　

平成17年９月　当社入社

平成18年10月　当社東京システム営業部長

平成19年12月　当社取締役事業推進担当就任

　　　　　　　（現任）

－株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

５
河 原 克 樹
(昭和48年12月12日生)

平成８年４月　山一證券㈱　入社

平成10年４月　㈱住友銀行（現㈱三井住友銀

　　　　　　　行）　入行　

平成11年９月　㈱光通信　入社

平成15年４月　㈱マスターピース 入社

平成16年６月　当社入社

平成18年３月　当社執行役員　経営企画室長

平成19年４月　当社執行役員　経営管理部長

平成19年12月　当社取締役経営管理部長就任

　　　　　　　（現任）

－株

  (注）  各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。　

　

第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役溝部和昭氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

溝 部 和 昭
(昭和38年５月15日生)

昭和59年４月　西日本ソフトウェア㈱　入社

平成５年12月　当社入社

平成17年９月　当社経営管理部次長

平成19年12月　当社常勤監査役就任（現任）

－株

  (注）  候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である才和有限責任監査法人と末川修公認会計士・税理士事

務所末川修氏は本定時株主総会終結の時をもって任期満了による退任となります。

　現在の会計監査人である公認会計士末川修氏を含めた５名により東京さくら監

査法人が設立されましたので、監査の継続性を確保するため会計監査人として東

京さくら監査法人の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

名 称 東京さくら監査法人

代 表 者 末川　修

事 務 所 東京都中央区銀座１丁目20番９号　岡崎ビル５階

沿 革 平成23年11月　設立

概 要

社員数・職員数　　

　社員：　社員　　　　　　　　　５名

　　　　　職員　公認会計士　　　１名

　　　　　　　  その他　　　　　３名

　　　　　　　  合計　　　　　　９名　

　以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
　

会場　山口県宇部市島一丁目７番１号

国際ホテル宇部　３階「常盤の間」

電話：0836-32-2323

　

至中国自動車道小郡Ｉ.Ｃ

新山口駅

国道２号線至下関

宇部駅

至下関

宇部中央バス停
国道190号線

宇部市役所

JR宇部線

常磐公園

JR山陽新幹線

山口大学
医学部

渡辺翁記念会館

宇部新川駅

至
山
陽
自
動
車
道
山
口
Ｉ
・
Ｃ

山
口
宇
部
空
港

山
口
・
宇
部

　
　
有
料
道
路

国
道
４
９
０
号真

締
川

国際ホテル宇部

至防府

慶進高校

国
道
１
９
０
号
線

　

　 交
通
の
ご
案
内

●山口宇部空港より車で10分 　

　 ●ＪＲ山陽新幹線新山口駅より車で30分または、特急バスで

40分、宇部新川バス停下車、徒歩５分

　

　 ●ＪＲ宇部線宇部新川駅より徒歩５分 　

　 ●ＪＲ山陽本線宇部駅より車で20分 　

　

○駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承くださいますよう

お願い申しあげます。




